






The fundamental truth of eco:no醐icscalculation 
一一-J apan， China， and United States relations 
Iwao HAYAKAWA 
This paper is topics that hav日 studiedcomparatively the fundanental truth of 
Economics Calculation， with establishment of economic-relation by mutual prosperity of 
the advanced capitalism-nations， and the less advanced communism nations. In which 
nations， the progress of economic-activity is measured by economic standard， according-
ly， itis necessary that study th巴fundamentaltruth of economics-calculation from it's 
essential side， and， made an effort to accumulation of wealth by the ent巴rprise-growthin 
every nations and， tosolution of economic friction between ev巴rynations. This is a paper 
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経済性計算の原理 日中米を中心として一一 107 
し全人民所有となり，又，②.集団所有制企業には，
必要な資金を，企業に参加する労働人民集団が提供
し，その集団の所有となり，更に，国営企業は，国
家経済の主導的地位を占めるものである。又， 日米
の資本主義体制の下での日米経済組織は，私有制の
企業組織型態が多く，個人経営，共同経営及び法的
会社組織の3種のものがあるが， これらの企業の計
算処理の方法も異なってくるので，比較すれば，そ
の相違が明瞭に表われる。又，余剰生産物は， 日米
では，投資家に帰属し，投資家が可能な限り利得を
多く獲得するための用具として，経営計算が使用さ
れ，剰余価値の資本割合による分配計算に用いられ
る。中国では，剰余生産物は，国家或いは，労働大
衆の集団に帰属する。又，経営計算が生産費用の節
減，原価の低減，利潤の拡大に貢献し，国家，企業，
従業員の経済関係を正確に処理するのに用いられ
る。更に又， 日米経済及び中国経済の基悶比較につ
いて見れば， 日米経済は9 需要と供給のバランスに
よって決定される市場経済であるので，各種のマー
ケッティング手法，即ち，地域的，或いは，階層的
マーケッティング戦略，生産技術戦略，財務戦略等
を用いて，マーケットシヱアを確保し，科学的手法
を用いて市場予測につとめ，経営計画を立て，標準
を決め，生産と経営の指針としている。この市場調
査が経営計算に，原理，原則，基準を必要とさせる
ことになる。中国の経済は，国家計画を基本とした
国家計画経済であり， これにより，国家経済の統制
及び市場調整活動が行なわれ，そして，この計画が
具体的目標となって，個別経済組織単位(即ち，職
域〕に示され，実行されるのであるが，計算指標は，
国家経済計画と深い関係があり，会計報告書を分析
することにより，国家経済計画の完成状況を知るこ
とができるのである。今後の中国社会主義経済の発
展を促進する為には，国家資本主義，集団資本主義
等の立場に立った修正社会主義経済体制を確立して
日米会計方式をモデルとした国家計画に基づく財産
管理を強化して，中国における富の蓄積をはかり，
日米をはじめ，諸外国との共存共栄を促進すること
が必要になるであろう。
以上，粗論ではあるが，若干の資料を基礎にして
日中米における経営利益計算評価の基本原因ともな
るべきものを比較論の型でまとめたものである。
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